
平成 19 年 3 月 28 日 

連 絡 先 

総務部 財政課 調査グループ

担当：播本、西村 

内線：2108、2109 

直通：6944-7123 

 

不適正な会計処理等にかかる現金等の返還について 

 

大阪府及び地方独立行政法人の 23 所属において、保管、費消、捻出が判明し

ました、不適正な会計処理による現金等（総額約 6,880 万円）のうち、引き続

き調査を行なう呼吸器・アレルギー医療センターを除く 22 所属分について、関

係者から大阪府または地方独立行政法人に対して、利息を加えた約９,０３０万

円が、3月 28 日までに返還されましたので、お知らせいたします。 

 

【返還内容】 

１ 所属数 22 所属（呼吸器・アレルギー医療センターを除く） 

 

２ 金額〔22 所属の総額〕 

（１）返還対象となった不適正な会計処理等にかかる現金等の金額 
 
  ６３,８８３,９６２円 

 

（２）大阪府または地方独立行政法人への返還金額 
 
  ９０,３０９,８８１円 
 

返還先別の内訳   

大 阪 府           ８０,８４８,５３３円 

地方独立行政法人大阪府立病院機構 ９,４６１,３４８円 

 

 

 
 
（３）所属ごとの内訳  

別添資料のとおり 

 

３ 返還関係者数 

    ４１７名 （現職員 ３３２名、ＯＢ ８５名） 
 

返還額の負担内訳  現職員     37,675,762 円 

          Ｏ Ｂ     19,130,510 円 

          現金等現存額  33,503,609 円 

合 計     90,309,881 円 

 

返還金額は、返還対象の金額に年率 5％の利息(民法 404 条規定の法定利息)を

算定し、加算しています。また、家畜保健衛生所の返還金額の一部には、国庫補

助金返還に伴う加算額（年率 10.95％）を算定し、加算しています。 



平成19年3月28日現在

（単位:円）

1 政策企画部　企画室 500,000 725,000

2 総務部　南河内府税事務所 1,021,928 1,481,795

3
公立大学法人大阪府立大学
学術情報課 1,736,736 2,518,267

4
公立大学法人大阪府立大学
羽曳野キャンパス総合事務センター 2,995,360 4,343,272

5
健康福祉部
地域保健福祉室健康づくり感染症課 49,264 71,432

6 健康福祉部　医務・福祉指導室医療対策課 2,886,667 4,185,667

7 健康福祉部　障害保健福祉室計画推進課 1,701,926 1,877,247

8 健康福祉部　池田保健所 1,706,393 2,368,646

9 健康福祉部　守口保健所 581,223 842,773

10 健康福祉部　八尾保健所 2,259,179 3,275,809

11 健康福祉部　公衆衛生研究所 7,876,259 11,420,575

12
地方独立行政法人大阪府立病院機構
大阪府立精神医療センター 4,825,068 6,996,348

13
地方独立行政法人大阪府立病院機構
大阪府立成人病センター 1,700,000 2,465,000

14 商工労働部　産業開発研究所 1,581,251 2,292,813

15 商工労働部　産業技術総合研究所 4,184,384 6,067,356

16 商工労働部　東大阪高等職業技術専門校 849,097 1,231,003

17 環境農林水産部　流通対策室 6,384,705 9,257,822

18 環境農林水産部　中部農と緑の総合事務所 262,380 380,451

19 環境農林水産部　北部家畜保健衛生所 4,896,937 6,312,723

20 環境農林水産部　南部家畜保健衛生所 7,078,287 9,425,851

21 教育委員会事務局　地域教育振興課 5,006,918 7,260,031

22 教育委員会事務局　財務課 3,800,000 5,510,000

小　　　　計 63,883,962 90,309,881

23
地方独立行政法人大阪府立病院機構
大阪府立呼吸器・アレルギー医療センター 調査中　　(約500万円)

合　　　　計 (約6,880万円)

※返還対象額は、これまでの調査で判明した金額を精査するとともに、預金口座の利息を除外しています。返還対象額に金利（または加算
額）を算定、加算したものが返還額になります。

【別添】　　　不適正な会計処理等にかかる現金等の返還について（所属ごとの内訳）

所　　　属　　　名
返還対象となった不適正な会計処理
等にかかる現金等の金額
　　　　　　　　　　　　【返還対象額】

大阪府または地方独立行政法人へ
の返還金額
　　　　　　　　　　　　　　　　　【返還額】


